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1 ．はじめに

本稿は、最近のヨーロッパ私法1 )の展開とフラ
ンス債務法改正の動向を概観し、それらの相互作
用の有り様を示そうとするものである。

欧州連合2 )は、ヨーロッパ私法統一への強い意
欲をもち、これまで様々な手立てを講じてきた。
もっとも、欧州連合には、各加盟国の私法を平準
化する権限が明確に与えられているわけではない。
そのため、欧州連合は、私法の平準化とは別に、
法律上権限が付与されている消費者法の平準化を
推進することを通じて、間接的にしかし実質的に、
各国私法に影響を及ぼす道をとってきた。この意
味で、ヨーロッパにおける私法統一と消費者法の
平準化は、表裏一体の関係にあるといえよう。

以上の見立ての下、まず、EU 消費者法の展開
とフランスにおける EU 指令の国内法化の状況を
確認し（ 2 ）、そののちに、ヨーロッパ私法統一
の試みがフランス債務法改正に及ぼしてきた作用
とその反作用について検討する（ 3 ）。

2 ．消費者法

(1)EU消費者法の展開
欧州連合による消費者政策の推進は、1970年代

に遡る。共同体（当時）の権限は、単一欧州議定
書18条による欧州経済共同体設立条約（TEEC）
100a 条の創設によって明確に根拠づけられ、欧
州共同体設立条約（TEC）95条を経て、現行の

欧州連合運営条約（TFEU）114条へと受け継が
れている3 )。同条約114条 1 項によれば、欧州議
会および理事会は、通常立法手続に従い、域内市
場の確立および機能を目的として、加盟国の法律、
命令、行政規則により定められる規定の接近のた
めの措置をとることができ、それらのなかには、
消費者保護に関する措置が含まれるとされる。

欧州連合は、この権限に基づき、幅広い分野に
わたって消費者保護に関する指令を採択してきた。
重要な指令として、1984年誤認惹起広告指令

（84/450/EEC）、1985 年 製 造 物 責 任 指 令（85/
374/EEC）、1985年訪問販売指令（85/577/EEC）、
1990年パック旅行指令（90/314/EEC）、1993年
不当条項指令（93/13/EEC）、1994年不動産タイ
ムシェアリング指令（94/47/EC）、1997年通信取
引 指 令（97/7/EC）、1998 年 差 止 指 令（98/27/
EC）、1999年消費物品売買指令（99/44/EC）、
2000年電子商取引指令（2000/31/EC）、2002年通
信金融サービス取引指令（2002/65/EC）、2005年
不公正取引方法指令（2005/29/EC）、2008年消費
者信用指令（2008/48/EC）、2011年消費者権利指
令（2011/83/EU）を挙げることができる。

欧州連合が推進してきた消費者法の平準化は着
実に成果を収めてきたが、その一方で、内包する
問題点が次第に顕在化するようになった。とりわ
け、以下の 2 点が指摘されている。

第 1 に、消費者政策推進において欧州連合が採
用してきた領域特定型の個別的アプローチによっ
て、多数の個別規制が継ぎ接ぎの状態となり、各



規制の内容に不整合や部分的重複が生じていると
いう指摘、第 2 に、指令の国内法化について下限
平準化（minimum harmonisation）が採用されて
きたために、各国法の保護レベルに無視しがたい
差異4 )が生じているという指摘である。

これらの批判を受けて、欧州連合は、消費者政
策を推進するアプローチの根本的な方向転換を試
みている5 )。第 1 に、前者への対応として、個別
的アプローチから包括的アプローチへ移行しよう
としている。その代表例として、2005年の不公正
取引方法指令が挙げられる。同指令は、誤認惹起
広 告 指 令 を 受 け 継 ぐ も の で あ る が、「広 告
advertising」の概念を廃し、その上位に位置する、
より包括的な「取引方法 commercial practice」
の概念を採用した。これにより、同指令は、広告
規制の枠を越えて、広告勧誘規制の包括的・統一
的アプローチを採用したとされる。さらに、この
包括的アプローチをより明確な形で打ち出したの
が、消費者権利指令提案6 )である。第 2 に、後者
への対応として、下限平準化から完全平準化

（maximum harmonisation) 7 )へと舵を切った。
消費者保護の領域における完全平準化アプローチ
導入の端緒は、製造物責任法に関する欧州司法裁
判所の判決8 )にあるとされるが、これを正式に採
用した指令は、前述の不公正取引方法指令である。
同指令以降に採択された2008年消費者信用指令

（2008/48/EC）や2011年消費者権利指令（2011/
83/EU) 9 )においても同様に完全平準化アプロー
チが採用されている。2007年に欧州委員会が公表
した「消費者保護に関する既存ルールの改訂に関
する緑書」10)のなかでも、下限平準化の問題性が
指摘され、完全平準化の検討の必要性が強調され
ている11)。しかし、完全平準化アプローチに対し
ては、高水準の消費者保護をすでに実現している
国では保護水準の低下を招きかねないことから、
学説12)や消費者団体からの批判が強く、欧州連合
の思惑通りに事態は進展していない。

(2)指令の国内法化
①加盟国に与えられた裁量

各加盟国は、定められた期限までに指令を国内
法化することが義務づけられており、フランスに

おいても、前述の消費者保護に関する指令は、す
べて国内法化されている13)。

下限平準化アプローチのもとでは、元来、加盟
国が、指令の消費者保護水準を上回る措置を講ず
ることが認められていた。フランスでも、かつて
は、国内法による保護水準が指令の保護水準を上
回るとして、具体的な国内法化措置を講ずる必要
はないとされたケースがあった14)。さらに、指令
を国内法化する際に、指令の保護水準を上回る規
定が置かれることもあった15)。しかし、指令国内
法化における加盟国の裁量を限定的に解した2002
年の欧州司法裁判所判決16)以降は、指令の規定か
ら離れた国内法化措置を講ずることが難しくなり、
指令をそのまま置き換える傾向が強まった。
②指令と民法典

消費者保護に関する指令は、事業者・消費者間
の関係を規律するものであり、本来、加盟国の民
事ルールに直接的な影響を及ぼすものではない。
にもかかわらず、消費物品売買指令を国内法化す
る際に、指令と民法典との関係をどのように考え
るべきかについて大きな論争が巻き起こった。と
いうのも、消費物品売買指令は、事業者・消費者
間の関係に適用範囲が限定されていたものの、実
質的には加盟国における瑕疵担保責任制度の刷新
を目指すものであり、民法典の瑕疵担保制度の存
廃と切り離して論ずることができなかったからで
ある。この問題に対する対応は、ドイツとフラン
スでは大きく異なっている。ドイツでは、2001年
に債務法を全面改正し、それに合わせて消費物品
売買指令の国内法化規定が民法典の内部に置かれ
ることになった17)。他方、フランスでは、民法典
の改正を最小限にとどめ、指令の国内法化措置を
消費法典に限定した。同指令を国内法化するため
に司法省が設置したワーキンググループは、消費
法典の規定だけでなく、民法典の瑕疵担保に関す
る規定も同時に改正する案（いわゆるヴィネー草
案）を取りまとめた。しかし、この草案に対して
強い批判が寄せられ、結局、消費法典の規定のみ
を改正する最小限の国内法化措置を講ずるにとど
まった18)。この論争が、後述する2001年の欧州委
員会報告書19)を契機として生じたヨーロッパ契約
法に関する論争とほぼ同時期に展開したことは、
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注記に値しよう。これら 2 つの論争の連関を考慮
すれば、フランスが、消費物品売買指令の国内法
化への対応を通じて、債務法のヨーロッパ化を拒
絶する意思を示したと見ることもできるからであ
る。もっとも、この選択は、熟議を尽くした末に
到達した全会一致の結論ではなかった。フランス
では、これらの論争をきっかけに立場の違いを越
えて債務法を改革する必要性が強く意識されるよ
うになり、その後、改正へ向けた動きが活発化す
ることになる。

3 ．債 務 法

(1)ヨーロッパ私法の統一
ヨーロッパ私法の統一へ向けた試みは長い歴史

を有するが20)、以下では、現状に直接結びつく最
近の動向に限ってとりあげることにする21)。
①研究グループによる作業

試みの先鞭かつ画期的な業績として位置づけら
れるのが、ヨーロッパ契約法委員会（ランドー委
員会とも呼ばれる）によるヨーロッパ契約法原則

（Principels of European Contract Law, PECL)22)

である。ヨーロッパ各国の学者により構成された
同委員会は、1980年代初頭にヨーロッパ契約法原
則の検討を開始し、1995年に第 1 部、1999年に第
1 部改訂版および第 2 部、2003年に第 3 部を公表
した。ヨーロッパ契約法原則は、加盟国の比較法
の成果であるが､さらに国際物品売買条約（CISG）、
アメリカ統一商事法典（UCC）、国際商事契約原
則（PICC）なども比較の対象とされている。

ヨーロッパ契約法原則は、契約法の基本原則の
みを対象とするものであったが、その後、1998年
にヨーロッパ財産法原則（Principles of European
Patrimonial Law）の策定を目指すヨーロッパ民
法典スタディ・グループ（Study Group on a
European Civil Code）が立ち上げられ、ヨーロッ
パ契約法原則の改訂は、このグループの作業の一
部として引き継がれることとなった。ヨーロッパ
民法典の編纂へ向けた作業は、右グループのほか
にも複数のグループが存在し、検討の対象も、契
約法や不法行為法のみならず、物権法や家族法に
まで及んだ。これらのグループは、当初は学者に

よる私的活動としてスタートした。しかし、その
一部は、次第にその性格を変え、欧州連合による
私法統一の動きと密接に連動するようになる。そ
して、ヨーロッパ契約法原則は、欧州連合におけ
るヨーロッパ契約法の平準化へ向けた作業の中に
組み込まれることとなる。
②欧州連合のイニシアティブ

欧州連合は、契約法の統一に向けて具体的にど
のような行動をとってきたか。欧州議会は、1989
年以降、ヨーロッパ統一民法典の策定を勧告する
決議を繰り返し採択してきた23)。理事会もまた、
1999年の決議において、加盟国間における民事法
の平準化に向けて積極的である意向を表明した24)。
欧州委員会は、契約法の統一に対して消極的な姿
勢をとってきたとされるが、2001年にヨーロッパ
契約法に関する報告書25)を公表し、幅広い層に対
する意見公募を実施するに至った。この報告書は、
私法の統一に向けた将来的対応として 4 つの選択
肢を提示し、その一つとして「ヨーロッパレベル
で統一された新たなルールの採択」に言及した。
委員会は、この最後の選択肢を支持していたとさ
れる。

この報告書は、とりわけフランスにおいて、非
常に重く受け止められた26)。それまで、フランス
の大学関係者は、ヨーロッパ私法の統一に対して
ほとんど無関心に等しい反応を示してきたが、
2001年報告書をきっかけに激しい議論が展開され
た27)。フランスをはじめとする強力な反対に押さ
れて、欧州委員会は、2003年の報告書28)において、
表面上は、拘束力を有する契約法典（Code
obligatoire）の策定を選択肢から外し、これに代
えて共通参照枠（Common Frame of Reference）
の策定および選択的ルール (optional instrument）
の策定を提案した。

共通参照枠は、欧州連合および加盟国の立法者
がそれを参照することで、より質の高い、一貫性
ある EU 法を策定することを目的とするものであ
って、前述したような拘束力を有する法典ではな
く、①契約法の共通基本原則、②基本法律用語、
③契約当事者の属性（事業者か消費者か）によっ
て異なるモデル・ルールを納める 3 つの引き出し
をもつ「道具箱」であるとされた。
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欧州委員会は、共通参照枠を策定するために、
第 6 次研究フレームワーク・プログラム（FP6）
の下で、ヨーロッパ私法に関するジョイント・ネ
ットワーク（Joint Network on European Private
Law: CoPECL Network of Excellence）を立ち上
げた。大学関係者からなるこの研究ネットワーク
は、 8 つのグループから構成され、そのうちの 3
つ、すなわち①ヨーロッパ民法典スタディ・グ
ループ、②EC 私法研究グループ（アキ・グルー
プ）、そして③保険グループが法文の策定を分担
した。その成果として、2008年に共通参照枠草案

（Draft of Common Frame of Reference, DCFR）
の概要版29)が、2009年にその完全版30)とヨーロッ
パ保険法原則（Principles of European Insurance
Contract Law, PEICL)31)が公表された。残る 5 つ
のグループは、主として批判的検討を行う役割を
担い、フランスの非営利研究団体であるアンリ・
カピタン協会および比較法協会により構成される
グループが、ヨーロッパ契約法原則の評価とヨー
ロッパ契約法の定義および基本原則に関する作業
を担当した32)。

このような尽力にもかかわらず、共通参照枠は、
ヨーロッパ契約法の実現へ向けた足がかりとなる
ことができなかった。共通参照枠は、反対論に対
応するためにその適用範囲が狭められ、研究者か
らの厳しい批判にさらされ33)、さらにその他の事
情も重なった結果、勢いを失ったとされる34)。

一方、選択的ルールについては、しばらくのあ
いだ目立った進展は見られなかったが、2010年、
欧州委員会が、ヨーロッパ契約法の創設へ向けた
方針選択に関する緑書35)を公表し、そこで選択的
ルールについて言及した。そして翌2011年、ヨー
ロッパ共通売買法（CESL）規則提案36)が公表さ
れた。この規則提案は、各加盟国において契約当
事者が準拠法として選択することができる、各国
法に代替する「もう一つの契約制度」として構想
されたものである。共通売買法は、共通参照枠に
代えて欧州連合が最も注力している案と言われて
いたが、現在は、動きが止まっているとされる37)。

(2)フランス債務法改正
フランスでは、家族法や相続・恵与法について

は制度改正が頻繁に行われてきたのに対して、財
産法については長いあいだ大規模な改正が行われ
ていなかった。しかし、2000年代に入ると、財産
法の領域において抜本的な改正が検討、実施され
ようになる。2006年に担保法の改正38)、2007年に
信託制度39)の導入、2008年には時効法の改正40)が
行われた。また、検討段階にとどまるが、2008年
には物権法改正提案が公表されている41)。

債務法については、複数の改正案が公表されて
いる42)。研究者グループによって策定された案と
して、カタラ草案とテレ提案が存在する。

カタラ草案43)は、ヨーロッパ契約法の統一へ向
けた動きの影響を受けて、2003年に立ち上げられ
た委員会（委員長：ピエール・カタラ教授)44)に
よる案であり、2005年に司法大臣に提出され、ウ
ェブサイト上で一般に公開された45)。

テレ提案は、2006年 3 月に司法大臣の依頼を受
けたフランソワ・テレ教授が委員会を主宰し、起
草したものである46)。テレ提案は、 3 つ領域に分
けて段階的に起草された。同委員会がはじめに検
討に着手したのは契約法であった。取りまとめら
れた契約法改正提案47)は、2008年11月、司法大臣
に提出された。つぎに、司法省は民事責任の検討
を同委員会に依頼した。2009年 3 月から2010年11
月にかけて検討が行われ、同年末、民事責任法改
正提案48)が司法大臣に提出されている。最後に同
委員会が取り組んだのは、準契約・債務総則・債
務証拠の改正提案49)である。2011年 2 月から2012
年 9 月にかけて検討作業が行われ、2013年 1 月、
同提案は司法大臣に提出された。

研究者グループによるこれらの改正案とは別に、
司法省も債務法改正案の起草を進めていた50)。司
法省は、意見聴取のため、2008年 7 月に学者や法
曹等の関係者に限定して、契約法改正のみを対象
とする第 1 次案を配布した。これに対し多くの反
応が寄せられ、2009年 5 月に第 2 次案が取りまと
められている。ただし、司法省草案は、第 1 次案、
第 2 次案ともに正式には公表されていない51)。さ
らに、司法省は、2011年 5 月に「債務総則・準契
約改正案」52)を同省のウェブサイト上で公表し、
意見公募を行った。同省は、この改正案を契約法
改正案に組み込むべきものと位置づけていた53)。
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債務法改正へ向けた動きは、一時期停滞し、実
現の見通しは必ずしも明るくなかったが54)、2013
年11月、改正へ向けた大きな一歩を踏み出す政府
提出法案55)が国会の審議に掛けられた。この法案
は、幅広い分野にわたる規定を含む包括的な法案
であったが、その一部に、オルドナンス（委任立
法）による債務法の改正を目指す授権法律（loi
d’habilitation）を含んでいた56)。同法案は、国民
議会は通過したものの、オルドナンスによる債務
法改正に対する元老院の反対が強く、審議が長期
化した。両院間の協議が続けられたが、2015年 1
月、政府は、法案の成立を強行し、憲法45条 4 項
に基づく国民議会の採決のみをもって授権法律を
成立させた57)。法案は、元老院議員により即時に
憲法院に提訴されたが、合憲判決が下され58)、現
在は、成立へ向けた調整作業が進められている59)。

4 ．おわりに

授権法律の可決後、司法省は、同省のウェブサ
イトで仮案を公表し60)、意見公募を実施している

（2015年 4 月現在）。断定はできないが、オルドナ
ンスが法改正の手段として選択されたことにより
政府主導の案が成立する見通しが高まり、改正債
務法の輪郭がよりはっきりと捉えられるようにな
ったことは確かであろう。実際、授権法律可決後
に開催されたシンポジウムや公表された論稿では、
仮案の具体的内容に踏む込んだ検討が行われてい
る。

これらの議論を通じて改正債務法がフランス実
定法に及ぼす影響を内在的に検討することは、も
とより重要である。しかし、本稿の視角、すなわ
ちヨーロッパ法との関係においてフランス法を捉
える観点からは、改正後のフランス民法典が今後
の私法統一の流れのなかで占める位置に注目すべ
きであることを強調しておきたい。今回の改正に
より債務法が現代化されれば、民法典と消費法典
を並立させるフランス法は、消費者法のルールを
民法典に取り込んだドイツ法に対する、もう一つ
の有力な対抗モデルとして浮上する可能性がある
からである。もっとも、この法モデルの競争61)の
なかでフランス法がどの程度存在感を示すことが

できるかは現時点では未知数であり、行方のさら
なる観察が求められよう。
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を比較検討する日本語文献として、ロシュフェルド・
前掲注21論文のほか、荻野奈緒「フランス契約法改
正諸草案にみる『契約責任』の一断面」同志社法学
62巻 6 号（2011年）517頁以下、白石友行『契約不履
行法の理論』（信山社、2013年）732頁以下などを参
照。

51）司法省草案の非公開性は、起草の当初から一貫し
ていたといえる。

52）Projet de réforme du régime des obligations et de
quasi contrats. http://www.textes.justice.gouv.fr/art_
pix/avant_projet_regime_obligations.pdf

53）Note de présentation du projet de réforme du
régime des obligations et des quasi-contrats.
http: //www. textes. justice. gouv. fr/art_pix/note_
presentation_projet_regime_obligations.pdf

54）ロラン・ルヴヌール教授は、2010年の時点で、債
務法改正へ向けた政府の政治的意思が欠けていると
指摘していた（ロラン・ルヴヌール（幡野弘樹訳）

「現代フランスにおける民法の法典化および再法典化
─国会、執行府および大学教授の役割」ジュリスト
1426号（2011年）92頁）。

55）Projet de loi relatif à la modernisation et à la
simplification du droit et des procédures dans les
domaines de la justice et des affaires intérieures
(JUSX1326670L).

56）債務法改正案の内容は、法案提出直前の日付
（2013年10月23日）が付された司法省内部文書「債務
法改正準備草案 Avant-projet de réforme du droit des
obligations」の PDF ファイルがメディアのウェブサ
イト（Les Echos 紙の2014年 1 月15日付記事）を通じ
て配付されたことにより、事実上公のものとなった。
http: //www. lesechos. fr/15/01/2014/lesechos. fr/
0203242436733_document---avant-projet-de-reforme-du-
droit-des-contrats.htm

57）Texte adopté n°467, Assemblée nationale, 28
janvier 2015.

政府は、債務法改正の早期実現を目指してオルド
ナンスを用いたが、根拠規定となる憲法典38条の解
釈として、オルドナンスによって債務法を改正する
ことができるか否かについては見解が分かれうると
ころであり、学説の関心を集めている（例えば、
Pascale Deumier, Le code civil, la loi et l’ordonnance,
RTD civ., 2014, p.599 et s. を参照）。

58）Décision n°2015-710 DC du 12 février 2015.
59）司法省が2015年 2 月25日に発表したコミュニケ
（cf. Contrats, conc. consomm. 2014, alerte 35.）によれ
ば、以下の工程が予定されている。
2015年

3 - 4 月：インターネット上の意見公募および関係
機関、団体等への意見聴取

5 - 7 月：公募または聴取した意見の分析、案の検
討、各省間の調整
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9 -12月：国務院における審査
2015年末-2016年頭：閣議への提出、公布
2016年上半期終了まで：追認法律案の提出

60）http://www.justice.gouv.fr/publication/j21_projet_
ord_reforme_contrats_2015.pdf

オルドナンス仮案の内容は、基本的に2013年の債
務法改正準備草案（前掲注56）を踏襲したものとな
っており、一部の規定に文言の変更が見られるほか、
契約責任に関する諸規定が新たに追加されている。

61）法モデルの競争は、準拠法の選択と重ね合わせて
論じられることがある。しかし、当事者が準拠法を
選択する際には、ある法の内容が優れているか否か
よりも、それ以外の要素が決定的役割を果たすこと
がしばしばあるともいわれる。法モデルの競争は、
それよりもむしろ、優れた法モデルの確立を目指し
て競争することを通じて、全体的な質の向上に寄与
することに、より大きな意義があるように思われる。
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